
四日市市告示第３２２号 

 四日市市機構集積協力金交付要綱の一部を改正する要綱を次のように定める。 

  令和６年４月１日 

                     四日市市長  森  智 広 

 

 四日市市機構集積協力金交付要綱の一部を改正する要綱 

 

 四日市市機構集積協力金交付要綱（平成２９年四日市市告示第７３号）の一部を次のように改正する。 

 

改正後 改正前 

（交付対象者等） （交付対象者等） 

第３条 協力金の交付対象者は、次の各号に掲

げる協力金の種類に応じて、当該各号に定め

る者とする。 

第３条 協力金の交付対象者は、次の各号に掲

げる協力金の種類に応じて、当該各号に定め

る者とする。 

(1) 地域集積協力金 実施要綱別記２の第

５の１に定める地域 

(1) 地域集積協力金 実施要綱別記３の第

５の１に定める地域 

(2) 集約化奨励金 実施要綱別記２の第６

の１に定める地域 

 

(2) 集約化奨励金 実施要綱別記３の第６

の１に定める地域 

(3) 経営転換協力金 実施要綱別記３の第

７の１に定める者 

２ 協力金の交付要件は、次の各号に掲げる協

力金の種類に応じて、当該各号に定めるもの

とする。 

２ 協力金の交付要件は、次の各号に掲げる協

力金の種類に応じて、当該各号に定めるもの

とする。 

(1) 地域集積協力金 実施要綱別記２の第

５の３に定める要件 

(2) 集約化奨励金 実施要綱別記２の第６ 

の２に定める要件 

(1) 地域集積協力金 実施要綱別記３の第

５の３に定める要件 

(2) 集約化奨励金 実施要綱別記３の第６ 

の２に定める要件 

 (3) 経営転換協力金 実施要綱別記２―１

第６の２に定める要件 

３ 協力金の交付額は、次のとおりとする。た

だし、実施要綱別記２の第１０の３の（１）

の規定に基づき、三重県が配分基準を定めた

場合には、その交付額とする。 

３ 協力金の交付額は、次のとおりとする。た

だし、実施要綱別記３の第１１の５の（１）

の規定に基づき、三重県が配分基準を定めた

場合には、その交付額とする。 



(1) 地域集積協力金 実施要綱別記２の第

５の４に定める額 

(1) 地域集積協力金 実施要綱別記３の第

５の３に定める額 

(2) 集約化奨励金 実施要綱別記２の第６

の３に定める額 

 

(2) 集約化奨励金 実施要綱別記３の第６

の３に定める額 

(3) 経営転換協力金 実施要綱別記３の第

７の３に定める額 

  

（交付申請） （交付申請） 

第４条 協力金の交付を受けようとする者は、

四日市市機構集積協力金（地域集積協力金・

集約化奨励金）交付申請書（第１号様式）を

作成し、必要となる書類を添えて、市長が別

に定める期日までに市長に提出しなければ

ならない。 

第４条 協力金の交付を受けようとする者は、

次の各号に掲げる協力金の区分に応じて当

該各号に定める交付申請書を作成し、必要と

なる書類を添えて、市長が別に定める期日ま

でに市長に提出しなければならない。 

 (1) 四日市市機構集積協力金（地域集積協力

金・集約化奨励金）交付申請書（第１号様

式） 

 (2) 経営転換協力金 

 ア 農業部門の減少により経営転換する農

業者 四日市市機構集積協力金（経営転

換協力金）交付申請書（第２号様式） 

 イ リタイヤする農業者又は農地の相続人

四日市市機構集積協力金（経営転換協力

金）交付申請書（第３号様式） 

  

（協力金の交付決定） （協力金の交付決定） 

第５条 市長は、前条に規定する協力金の交付

の申請を受理したときは、当該申請に係る書

類等の審査及び必要に応じて行う調査等に

より、適当であると認めた場合は、協力金の

交付を決定し、四日市市機構集積協力金交付

決定通知書（第２号様式）により申請者に通

知するものとする。 

第５条 市長は、前条に規定する協力金の交付

の申請を受理したときは、当該申請に係る書

類等の審査及び必要に応じて行う調査等に

より、適当であると認めた場合は、協力金の

交付を決定し、四日市市機構集積協力金交付

決定通知書（第４号様式）により申請者に通

知するものとする。 

 

 

 



 

（実績報告） （実績報告） 

第６条 交付決定の通知を受けた申請者は、通

知のあった日から起算して３０日を経過す

るまでの間に、四日市市機構集積協力金実績

報告書（第３号様式）を市長に提出するもの

とする。 

第６条 交付決定の通知を受けた申請者は、通

知のあった日から起算して３０日を経過す

るまでの間に、四日市市機構集積協力金実績

報告書（第５号様式）を市長に提出するもの

とする。 

  

（額の確定及び交付） （額の確定及び交付） 

第７条 市長は、申請者から実績報告が提出さ

れたときは、その内容を審査し、適当と認め

たときは交付すべき協力金の額を確定し、四

日市市機構集積協力金交付金額確定通知書

（第４号様式）により通知するものとする。 

第７条 市長は、申請者から実績報告が提出さ

れたときは、その内容を審査し、適当と認め

たときは交付すべき協力金の額を確定し、四

日市市機構集積協力金交付金額確定通知書

（第６号様式）により通知するものとする。 

２ 申請者は、前項に規定する協力金の額の

確定の通知があったときは、四日市市機構集

積協力金交付請求書（第５号様式）（以下「請

求書」という。）を市長に提出するものとす

る。 

 

３ 市長は、前項の請求書の提出があったと

きは、速やかに協力金を交付するものとする。 

 

  

 第８条 申請者は、前条に規定する協力金の額

の確定の通知があったときは、四日市市機構

集積協力金交付請求書（第７号様式）（以下

「請求書」という。）を市長に提出するもの

とする。 

 ２ 市長は、前項の請求書の提出があったとき

は、速やかに協力金を交付するものとする。 

  

（協力金の返還） （協力金の返還） 

第８条 申請者が、実施要綱別記２の第６の５

の規定に該当することが明らかになった場

合には、市長は速やかに協力金の返還の請求

を行うものとする。 

第９条 申請者が、実施要綱別記３の第６の５

の規定に該当することが明らかになった場

合には、市長は速やかに協力金の返還の請求

を行うものとする。 



第９条 （略） 第１０条 （略） 

第１０条 （略） 第１１条 （略） 

第１１条 （略） 第１２条 （略） 

 



第１号様式を次のように改める。 



第１号様式（第４条関係） 

  年  月  日 

 

四日市市長  

 

住  所             

氏 名             

 

 

    年度四日市市機構集積協力金（地域集積協力金・集約化奨励金）交付申請書 

 

 

 年度において、機構集積協力金の交付を受けたいので、四日市市機構集積協力金交付要

綱第４条の規定に基づき下記のとおり申請します。 

 

 

記 

 

 

１ 補助金等交付申請金額    金          円 

 

 

２ 添付書類 

 

  (１) 機構集積協力金交付事業実施計画 

 



第２号様式及び第３号様式を削り、第４号様式を次のように改める。 



第２号様式（第５条関係） 

  第   号－  

 

住 所               

氏 名               

 

 

  年度四日市市機構集積協力金交付決定通知書 

 

 

     年  月  日付けで交付申請のあった  年度四日市市機構集積協力金については、

四日市市四日市市機構集積協力金交付要綱第５条の規定に基づき、下記のとおり交付することに決

定したので通知します。 

 

  年  月  日 

 

四日市市長            

 

記 

 

１ 補助金の額        金           円 

 

２ 補助金の対象となる事業      

                  

 

３ 補助金等の交付条件 

（１） 補助金等に関する法令、規則及び要領等に定めるところの条件に従わなければならない。 

（２） 事業の変更又は、事業の遂行が困難なときは、速やかに報告すること。 

（３） この補助金に係る帳簿及び証拠書類を補助事業終了の年次の次の年度から５か年整理保存 

しなければならない。 

（４） 示された条件に従わない場合は、補助金の返還を命じることがある。 

（５） この事業に係る一切のことについて、市、県及び国が監査を行うことがある。



第５号様式から第７号様式までを２号ずつ繰り上げる。 



附  則  

 この要綱は、告示の日から施行する。  

（商工農水部農水振興課）  

 


